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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】剥離強度が高く、耐候性に優れた屋外用ウレタ
ン接着剤、その接着剤を使用して得られる太陽電池バッ
クシート、及びその太陽電池バックシートを用いて得ら
れる太陽電池モジュールを提供する。
【解決手段】（Ａ）イソシアネート化合物（ａ１）とエ
ステル結合を有するポリオール（ａ２）が反応して得ら
れるウレタン樹脂及び（Ｂ）ヒドロキシフェニルトリア
ジン系化合物を含み、イソシアネート化合物（ａ１）は
、脂肪族イソシアネート及び脂環式イソシアネートから
選択される少なくとも１種を含む、剥離強度が高く、耐
候性に優れる屋外用ウレタン接着剤１３。
【選択図】図１



(2) JP 2012-116880 A 2012.6.21

10

20

30

40

50

【特許請求の範囲】
【請求項１】
　（Ａ）イソシアネート化合物（ａ１）とエステル結合を有するポリオール（ａ２）が反
応して得られるウレタン樹脂及び
　（Ｂ）ヒドロキシフェニルトリアジン系化合物
を含んで成り、
　前記イソシアネート化合物（ａ１）は、脂肪族イソシアネート及び脂環式イソシアネー
トから選択される少なくとも１種を含む、屋外用ウレタン接着剤。
【請求項２】
　シラン化合物を、更に含んで成る請求項１に記載の屋外用ウレタン接着剤。
【請求項３】
　請求項１又は２に記載の屋外用ウレタン接着剤を用いて得られる太陽電池バックシート
。
【請求項４】
　請求項３に記載の太陽電池バックシートを用いて得られる太陽電池モジュール。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、屋外用ウレタン接着剤に関する。更に、本発明は、その接着剤を用いて得ら
れる太陽電池バックシート、及びその太陽電池バックシートを用いて得られる太陽電池モ
ジュールに関する。
【背景技術】
【０００２】
　防壁材、屋根材、太陽電池パネル材、窓材、屋外フローリング材、照明保護材、自動車
部材、及び看板等の屋外材料は、構成材料として、複数のフィルムが接着剤で貼り合わさ
れた積層体を有する。積層体を構成するフィルムとして、例えば、アルミニウム、銅、及
び鋼板等の金属箔、金属板及び金属蒸着フィルム、ポリプロピレン、ポリ塩化ビニル、ポ
リエステル、フッ素樹脂、及びアクリル樹脂等のプラスチックフィルム等を例示できる。
【０００３】
　これらの積層体は長期にわたって紫外線に曝されるので、屋外用接着剤には優れた耐候
性が要求される。屋外用接着剤の中でも、特に太陽光を電力に変換する太陽電池用途の接
着剤には、通常の屋外用接着剤よりも高いレベルの耐候性が望まれる。
【０００４】
　太陽電池は、有用なエネルギー資源として実用化が進んでいる。太陽電池には様々な形
態があり、代表的なものとして、シリコン系太陽電池、化合物系太陽電池、及び有機系太
陽電池等が知られている。
【０００５】
　これらの太陽電池は、一般的に、太陽光が入射する側に、表面を保護する目的で表面保
護シートが設けられている。太陽光が入射する面と反対側の面にも、太陽電池セルを保護
する目的で裏面保護シート（バックシート）が設けられている。
【０００６】
　図１に示すように、バックシート１０は複数のフィルム１１及び１２の積層体であり、
フィルム１１及び１２は接着剤１３を介して積層される。バックシート１０は、封止材２
０、太陽電池セル３０、ガラス板４０と一緒に太陽電池モジュール１を構成する（図３参
照）。
【０００７】
　太陽電池モジュール１は、屋外で長期間太陽光に曝されるので、十分な耐久性や耐候性
が要求される。特に、接着剤１３の性能が低いと、フィルム１１及び１２が剥がれ、バッ
クシート１０の外観が損なわれる。このため、太陽電池バックシート用接着剤には、長期
間暴露されてもフィルムが剥離しないことが要求される。
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【０００８】
　特許文献１及び２は、太陽電池バックシート用接着剤として、ウレタン系接着剤が用い
られることを開示する（例えば、特許文献１請求項１、及び特許文献２段落番号００３７
等参照）。ウレタン系接着剤は、フィルム同士を貼り合わせる接着剤として知られている
が、屋外で長期間暴露される太陽電池バックシート用途としては、十分な耐久性を有する
とは言い難い。
【０００９】
　特許文献３は、特定のポリエステルポリオールを用い、耐久性能が向上した屋外用ウレ
タン系接着剤を開示する（特許文献３特許請求の範囲、段落番号００１４等参照）。特定
のポリエステルポリオールを接着剤原料とすることで、ウレタン接着剤の耐加水分解性が
向上し、太陽電池バックシート用途に有効な接着剤が得られることを開示する（特許文献
３段落番号００７０～００７２等参照）。
【００１０】
　しかし、太陽電池バックシートには非常に高いレベルの耐久性能が望まれているので、
ウレタン接着剤にも高いレベルの耐候性が求められる。さらに、近年、シリコンや無機化
合物材料を用いた太陽電池よりも生産コストの安い有機系太陽電池の開発が進められてい
る。有機系太陽電池は、着色性や柔軟性を持たせられるという特徴があるので、太陽電池
バックシートを構成するフィルムとして透明なフィルムが採用される傾向がある。従って
、太陽電池バックシート用接着剤には、長期間、剥離強度を維持するだけではなく、色差
変化が小さく、耐候性が著しく優れることも要求されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１１】
【特許文献１】特開２００８－００４６９１号公報
【特許文献２】特開２００９－２４８３７７号公報
【特許文献３】特許第４４１６０４７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１２】
　本発明は、かかる課題を解決するためになされたもので、その課題は、剥離強度が高く
、更に、耐候性に優れた屋外用ウレタン接着剤、その接着剤を使用して得られる太陽電池
バックシート、及びその太陽電池バックシートを用いて得られる太陽電池モジュールを提
供することである。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　本発明者は、鋭意研究を重ねた結果、驚くべきことに、ウレタン樹脂の原料として特定
のポリオール及び特定のイソシアネート化合物を用い、更に、特定の紫外線吸収剤を添加
することで、接着強度及び耐候性の双方が著しく向上した屋外用ウレタン接着剤が得られ
ることを見い出し、本発明を完成させるに至った。
【００１４】
　即ち、本発明は、第１の要旨において、
　（Ａ）イソシアネート化合物（ａ１）とエステル結合を有するポリオール（ａ２）が反
応して得られるウレタン樹脂及び
　（Ｂ）ヒドロキシフェニルトリアジン系化合物
を含んで成り、
　前記イソシアネート化合物（ａ１）は、脂肪族イソシアネート及び脂環式イソシアネー
トから選択される少なくとも１種を含む、屋外用ウレタン接着剤を提供する。
【００１５】
　本発明は、一の態様において、ポリオール（ａ２）は、ポリエステルポリオール及びア
クリルポリオールから選択される少なくとも１種を含んで成る屋外用ウレタン接着剤を提
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供する。
　本発明は、他の態様において、シラン化合物を、更に含んで成る屋外用ウレタン接着剤
を提供する。
【００１６】
　本発明は、好ましい態様において、ヒンダードフェノール系化合物を、更に含んで成る
屋外用ウレタン接着剤を提供する。
　本発明は、更なる態様において、ヒンダーアミン系化合物を、更に含んで成る屋外用ウ
レタン接着剤を提供する。
【００１７】
　本発明は、他の要旨において、上記屋外用ウレタン接着剤を用いて得られる太陽電池バ
ックシートを提供する。
　本発明は、好ましい要旨において、上記太陽電池バックシートを用いて得られる太陽電
池モジュールを提供する。
【発明の効果】
【００１８】
　本発明に係る屋外用ウレタン接着剤は、
　（Ａ）イソシアネート化合物（ａ１）とエステル結合を有するポリオール（ａ２）が反
応して得られるウレタン樹脂及び
　（Ｂ）ヒドロキシフェニルトリアジン系化合物
を含んで成り、
　前記イソシアネート化合物（ａ１）は、脂肪族イソシアネート及び脂環式イソシアネー
トから選択される少なくとも１種を含むので、
　剥離強度及び耐候性の両方の性能が向上して、太陽電池バックシート用接着剤として適
する接着剤になる。特に、有機系太陽電池バックシートには着色性及び柔軟性が要求され
るので、本発明の屋外用ウレタン接着剤は、有機系太陽電池バックシート用接着剤として
より好ましい。
【００１９】
　ポリオール（ａ２）は、ポリエステルポリオール及びアクリルポリオールから選択され
る少なくとも１種を含んで成る場合、ポリエステルポリオール、アクリルポリオールのい
ずれかを含むので、剥離強度が更に向上した屋外用ウレタン接着剤が得られる。
【００２０】
　更に、本発明の屋外用ウレタン接着剤は、シラン化合物を更に含むことで、剥離強度が
向上することに加え、耐候性がより向上し、太陽電池バックシート用接着剤としてより好
適な接着剤となる。
　本発明の屋外用ウレタン接着剤は、更に、ヒンダードフェノール系化合物を含むことで
、耐候性がより向上し、太陽電池バックシート用接着剤としてより適切な接着剤となる。
　本発明の屋外用ウレタン接着剤は、更に、ヒンダーアミン系化合物を含むことで、ヒド
ロキシフェニルトリアジンとの相乗効果によって耐候性が向上し、太陽電池バックシート
用接着剤としてより好ましく使用することができる。
【００２１】
　本発明に係る太陽電池バックシートは、上記屋外用ウレタン接着剤を用いて得られるの
で、長期間屋外に暴露されても、接着剤が劣化してフィルムが剥離せず、フィルムが変色
しない。
　近年、光吸収層に有機化合物を用いた有機系太陽電池が開発されており、有機系太陽電
池に着色性や柔軟性を持たせることが要求されている。従って、有機系太陽電池のバック
シートを構成するフィルムが透明化する傾向があるので、色差変化が小さい本発明の太陽
電池バックシートは、かかる点からも有用である。
　本発明に係る太陽電池モジュールは、上記太陽電池バックシートを用いて得られるので
、外観に優れ、更に耐久性能にも優れる。
【図面の簡単な説明】
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【００２２】
【図１】本発明の太陽電池バックシートの一実施形態を示す断面図である。
【図２】本発明の太陽電池バックシートの別の実施形態を示す断面図である。
【図３】本発明の太陽電池モジュールの一実施形態を示す断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００２３】
　本発明に係る屋外用ウレタン接着剤は、（Ａ）ウレタン樹脂と、（Ｂ）ヒドロキシフェ
ニルトリアジン系化合物を含有する。
　本発明に係る（Ａ）ウレタン樹脂は、イソシアネート化合物（ａ１）と、エステル結合
を有するポリオール（ａ２）の反応によって得られるポリマーであって、ウレタン結合を
有する。
【００２４】
　イソシアネート化合物（ａ１）は、脂肪族イソシアネート及び脂環式イソシアネートか
ら選択される少なくとも１種を含んで成り、本発明が目的とする屋外用ウレタン接着剤を
得ることができる限り、特に限定されるものではない。
　本発明に係る「イソシアネート化合物（ａ１）」は、脂肪族イソシアネート及び脂環式
イソシアネートのみから構成されることを意味しない。本発明が目的とする屋外用ウレタ
ン接着剤を得られる限り、即ち、本発明の屋外用ウレタン接着剤の剥離強度及び耐候性に
悪影響を与えない範囲で、イソシアネート化合物（ａ１）は、芳香族イソシアネートを含
んでもよい。尚、イソシアネート化合物（ａ１）は、耐候性の観点から、エチレン性二重
結合（例えば、エチレン基、ブチレン基等）を含まないことが好ましい。
【００２５】
　本明細書ではイソシアネートを、上述のように脂肪族イソシアネート、脂環式イソシア
ネート、芳香族イソシアネートに分類するが、本発明の構成要件であるイソシアネート化
合物（ａ１）は、脂肪族イソシアネート及び脂環式イソシアネートから選択される少なく
とも１種を含むので、芳香族イソシアネートのみで構成されることはない。
【００２６】
　本明細書では、「脂肪族イソシアネート」とは、鎖状の炭化水素鎖を有し、その炭化水
素鎖にイソシアネート基が直接結合している化合物であって、環状の炭化水素鎖を有さな
い化合物をいう。「脂肪族イソシアネート」は、芳香環を有してもよいが、直接その芳香
環と、イソシアネート基は、結合していない。
　尚、本明細書では、芳香環は環状の炭化水素鎖に含まれない。
　「脂環式イソシアネート」とは、環状の炭化水素鎖を有し、鎖状の炭化水素鎖を有して
よい化合物である。イソシアネート基は、環状の炭化水素鎖と直接結合しても、有し得る
鎖状の炭化水素鎖と直接結合してもよい。「脂環式イソシアネート」は、芳香環を有して
もよいが、その芳香環と、イソシアネート基は、直接結合していない。
【００２７】
　「芳香族イソシアネート」とは、芳香環を有し、かつ、イソシアネート基がその芳香環
と直接結合している化合物をいう。従って、たとえ芳香環をその分子内に有していたとし
ても、イソシアネート基が芳香環に直接結合していない化合物は、脂肪族イソシアネート
か、脂環式イソシアネートに分類される。
　従って、例えば、４，４’－ジフェニルメタンジイソシアネート（ＯＣＮ－Ｃ６Ｈ４－
ＣＨ２－Ｃ６Ｈ４－ＮＣＯ）は、イソシアネート基が芳香環に直接結合しているので、芳
香族イソシアネートに該当する。一方、例えば、キシリレンジイソシアネート（ＯＣＮ－
ＣＨ２－Ｃ６Ｈ４－ＣＨ２－ＮＣＯ）は、芳香環を有するが、イソシアネート基が芳香環
に直接結合せず、メチレン基と結合しているので、脂肪族イソシアネートに該当する。
　尚、芳香環は、二つ以上のベンゼン環が縮環していてもよい。
【００２８】
　脂肪族イソシアネートとして、例えば、１，４－ジイソシアナトブタン、１，５－ジイ
ソシアナトペンタン、１，６－ジイソシアナトヘキサン（以下、ＨＤＩ）、１，６－ジイ
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ソシアナト－２，２，４－トリメチルヘキサン、２，６－ジイソシアナトヘキサン酸メチ
ル（リジンジイソシアネート）、１，３－ビス（イソシアナトメチル）ベンゼン（キシリ
レンジイソシアネート）等を例示できる。
　脂環式イソシアネートとしては、例えば、５－イソシアナト－１－イソシアナトメチル
－１，３，３－トリメチルシクロヘキサン（イソホロンジイソシアネート）、１，３－ビ
ス（イソシアナトメチル）シクロヘキサン（水添キシリレンジイソシアネート）、ビス（
４－イソシアナトシクロヘキシル）メタン（水添ジフェニルメタンジイソシアネート）、
１，４－ジイソシアナトシクロヘキサン等を例示できる。
【００２９】
　本発明において、イソシアネート化合物（ａ１）は、本発明が目的とするウレタン接着
剤を得ることができる限り、芳香族イソシアネートを含んでもよい。芳香族イソシアネー
トとして、例えば、４，４’－ジフェニルメタンジイソシアネート、ｐ－フェニレンジイ
ソシアネート、ｍ－フェニレンジイソシアネート等を例示できる。
　これらのイソシアネート化合物は、単独で又は組み合わせて使用することができる。特
に、ＨＤＩ、イソホロンジイソシアネート及びキシリレンジイソシアネートが好ましく、
特に、ＨＤＩの３量体、イソホロンジイソシアネートの３量体及びキシリレンジイソシア
ネートの単量体が好ましい。
【００３０】
　本発明において、エステル結合を有するポリオール（ａ２）は、ポリエステルポリオー
ルとアクリルポリオールのいずれかを含み、本発明が目的とする屋外用ウレタン接着剤を
得ることができる限り、特に制限されるものではない。尚、エステル結合を有するポリオ
ール（ａ２）は、耐候性の観点から、エチレン性二重結合を含まないことが好ましい。
【００３１】
　本発明において「ポリエステルポリオール」とは、「主鎖型」ポリエステルであって、
「主鎖」にエステル結合と水酸基を有する化合物をいう。この水酸基は、主鎖の末端に通
常位置し、イソシアネート基と反応する官能基として作用する。
　ポリエステルポリオールは、一般に、低分子ポリオールと、ジカルボン酸及びその無水
物との縮合重合反応によって得られる。
【００３２】
　そのようなジカルボン酸として、例えば、シュウ酸、マロン酸、コハク酸、グルタル酸
、アジピン酸、ピメリン酸、スベリン酸、アゼライン酸、セバシン酸、ドデカン二酸、２
－メチルコハク酸、２－メチルアジピン酸、３－メチルアジピン酸、３－メチルペンタン
二酸、２－メチルオクタン二酸、３，８－ジメチルデカン二酸、３，７－ジメチルデカン
二酸、フタル酸、テレフタル酸、イソフタル酸、ナフタレンジカルボン酸、トリメリト酸
、トリメシン酸、シクロヘキサンジカルボン酸等が例示される。これらは、単独又は組み
合わせて使用される。
　カルボン酸無水物として、例えば、無水酢酸、無水プロピオン酸、無水コハク酸、無水
マレイン酸、無水フタル酸が挙げられる。これらは、単独で用いても、複数種類を用いて
も良い。
【００３３】
　低分子ポリオールとして、官能基数が１～３個のものが好ましく、特に、二官能性ポリ
オール、いわゆるジオールが好ましい。ポリオールは、単独で又は組み合わせて用いるこ
とができる。
　ジオールとして、例えば、エチレングリコール、１－メチルエチレングリコール、１－
エチルエチレングリコール、プロピレングリコール、ブタンジオール、ペンタンジオール
、ヘキサンジオール、ヘプタンジオール、オクタンジオール、ノナンジオール、デカンジ
オール、ネオペンチルグリコール、２－メチル－１，３－プロパンジオール、シクロヘキ
サンジメタノール、２，４－ジメチル－１，５－ペンタンジオール、２，４－ジブチル－
１，５－ペンタンジオール等の低分子量ジオールが含まれる。エチレングリコール、ブタ
ンジオール、ヘキサンジオール、オクタンジオール及びデカンジオールから選択される少
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【００３４】
　本発明において、「アクリルポリオール」とは、水酸基を有する（メタ）アクリレート
の付加重合反応によって得られる化合物をいい、「側鎖」にエステル結合を有する。
　「アクリルポリオール」は、水酸基を有する（メタ）アクリレートの単独重合体でも、
「その他の重合性単量体」との共重合体であってもよい。アクリルポリオールの水酸基が
イソシアネート基と反応する。
　「水酸基を有する（メタ）アクリレート」として、例えば、２－ヒドロキシエチル（メ
タ）アクリレート、２－ヒドロキシプロピル（メタ）アクリレート、３－ヒドロキシプロ
ピル（メタ）アクリレート、グリセリンモノ（メタ）アクリレート、４－ヒドロキシブチ
ルアクリレート等を例示できる。
【００３５】
　「その他の重合性単量体」とは、「水酸基を有する（メタ）アクリレート」以外の「エ
チレン性二重結合を有するラジカル重合性単量体」である。具体的には、（メタ）アクリ
ル酸、メチル（メタ）アクリレート、エチル（メタ）アクリレート、ブチル（メタ）アク
リレート、シクロヘキシル（メタ）アクリレート、２－エチルヘキシル（メタ）アクリレ
ート、ジシクロペンタニル（メタ）アクリレート、イソボルニル（メタ）アクリレート、
スチレン及びビニルトルエン等を例示できる。
【００３６】
　尚、本発明が目的とする屋外用ウレタン接着剤を得られる限り、エステル結合を有する
ポリオール（ａ２）は、ポリエーテルポリオールを含んでもよい。ポリエーテルポリオー
ルとして、例えば、ポリオキシテトラメチレングリコール（ＰＴＭＧ）、ポリオキシプロ
ピレングリコール（ＰＰＧ）及びポリオキシエチレングリコール（ＰＥＧ）等を例示でき
る。
【００３７】
　本発明に係る（Ａ）ウレタン樹脂は、イソシアネート化合物（ａ１）と、エステル結合
を有するポリオール（ａ２）を反応させることで得ることができる。反応は、既知の方法
を用いることができ、通常、イソシアネート化合物（ａ１）とエステル結合を有するポリ
オール（ａ２）を混合することで行うことができる。混合方法は、本発明に係る（Ａ）ウ
レタン樹脂を得ることができる限り、特に限定されるものではない。
【００３８】
　本明細書において「（Ｂ）ヒドロキシフェニルトリアジン系化合物」とは、トリアジン
誘導体の一種であり、トリアジン誘導体の炭素原子にヒドロキシフェニル誘導体が結合し
た化合物であって、一般的にヒドロキシフェニルトリアジン系化合物とされるものであり
、本発明が目的とする屋外用ウレタン接着剤を得られる限り、特に制限されるものではな
い。
【００３９】
　そのような（Ｂ）ヒドロキシフェニルトリアジン系化合物として、例えば、下記式（１
）～（５）で示される化合物及びその異性体を例示することができ、これらが好ましいが
、これらに限定されることはない。
【００４０】
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【化１】

【００４１】
【化２】

【００４２】
【化３】

【００４３】
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【化４】

【００４４】
【化５】

【００４５】
　化学式（１）～（５）の（Ｂ）ヒドロキシフェニルトリアジン系化合物は、一般に、紫
外線吸収剤として使用されており、本発明が目的とする屋外用ウレタン接着剤を得ること
ができる限り、他の紫外線吸収剤を組み合わせて使用することができる。（Ｂ）ヒドロキ
シフェニルトリアジン系化合物は、市販されているものを使用することができる。例えば
、ＢＡＳＦ株式会社から、商品名チヌビン４００、チヌビン４０５、チヌビン４７９、チ
ヌビン４７７及びチヌビン４６０等として市販されている。
【００４６】
　本発明の屋外用ウレタン接着剤は、成分（Ａ）及び成分（Ｂ）の他に、更に、（Ｃ）シ
ラン化合物を含むことが好ましい。
　本発明では、（Ｃ）シラン化合物として、例えば、（メタ）アクリロキシアルキルトリ
アルコキシシラン類、（メタ）アクリロキシアルキルアルキルアルコキシシラン類、ビニ
ルトリアルコキシシラン類、ビニルアルキルアルコキシシラン類、エポキシシラン類、メ
ルカプトシラン類及びイソシアヌレートシラン類を用いることができるが、これらのシラ
ン化合物のみに限定されることはない。
【００４７】
　「（メタ）アクリロキシアルキルトリアルコキシシラン類」として、例えば、３－（メ
タ）アクリロキシプロピルトリメトキシシラン、３－（メタ）アクリロキシプロピルトリ
エトキシシラン、４－（メタ）アクリロキエチルトリメトキシシラン等を例示できる。
　「（メタ）アクリロキシアルキルアルキルアルコキシシラン類」として、例えば、３－
（メタ）アクリロキシプロピルメチルジメトキシシラン、３－（メタ）アクリロキシプロ
ピルメチルジエトキシシラン、３－（メタ）アクリロキシプロピルエチルジエトキシシラ
ン、３－（メタ）アクリロキシエチルメチルジメトキシシラン等を例示できる。
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　「ビニルトリアルコキシシラン類」として、例えば、ビニルトリメトキシシラン、ビニ
ルトリエトキシシラン、ビニルジメトキシエトキシシラン、ビニルトリ（メトキシエトキ
シ）シラン、ビニルトリ（エトキシメトキシ）シラン等が例示できる。
【００４８】
　「ビニルアルキルアルコキシシラン類」として、例えば、ビニルメチルジメトキシシラ
ン、ビニルエチルジ（メトキシエトキシ）シラン、ビニルジメチルメトキシシラン、ビニ
ルジエチル（メトキシエトキシ）シラン等を例示できる。
　「エポキシシラン類」は、例えば、グリシジル系シラン及びエポキシシクロヘキシル系
シランに分類できる。「グリシジル系シラン」は、グリシドキシ基を有するもので、具体
的には、例えば、３－グリシドキシプロピルメチルジイソプロペノキシシラン、３－グリ
シドキシプロピルトリメトキシシラン、３－グリシドキシプロピルトリエトキシシラン、
３－グリシドキシプロピルジエトキシシラン等を例示できる。
　「エポキシシクロヘキシル系シラン」は、３，４－エポキシシクロヘキシル基を有する
もので、具体的には、例えば、２－（３，４－エポキシシクロヘキシル）エチルトリメト
キシシラン、２－（３，４－エポキシシクロヘキシル）エチルトリエトキシシラン等を例
示できる。
【００４９】
　「メルカプトシラン類」として、例えば、３－メルカプトプロピルトリメトキシシラン
、３－メルカプトプロピルトリエトキシシラン等を例示できる。
　「イソシアヌレートシラン類」として、例えば、トリス（３－（トリメトキシシリル）
プロピル）イソシアヌレート等を例示できる。
　これら（Ｃ）シラン化合物は、剥離強度を向上させることに加え、（Ｂ）ヒドロキシフ
ェニルトリアジンが含まれた接着剤の耐候性を向上させることができる。本発明では、特
に、エポキシシラン類を添加すると、屋外用ウレタン接着剤の性能が著しく向上するので
好ましい。
【００５０】
　本発明の屋外用ウレタン接着剤は、更に、（Ｄ）ヒンダードフェノール系化合物及び（
Ｅ）ヒンダードアミン系化合物から選択される少なくとも１種を含むことが好ましい。
　「（Ｄ）ヒンダードフェノール系化合物」とは、一般にヒンダードフェノール系化合物
とされるものであり、本発明が目的とする屋外用ウレタン接着剤を得られる限り、特に制
限されるものではない。
　（Ｄ）ヒンダードフェノール系化合物は、市販されているものを使用することができる
。（Ｄ）ヒンダードフェノール系化合物として、例えば、商品名ＩＲＧＡＮＯＸ１０１０
、ＩＲＧＡＮＯＸ１０３５、ＩＲＧＡＮＯＸ１０７６、ＩＲＧＡＮＯＸ１１３５、ＩＲＧ
ＡＮＯＸ１３３０及びＩＲＧＡＮＯＸ１５２０等を使用することができる。ヒンダードフ
ェノール系化合物は、酸化防止剤として接着剤に添加され、例えば、ホスファイト系酸化
防止剤、チオエーテル系酸化防止剤、アミン系酸化防止剤等と組み合わせて使用してもよ
い。
【００５１】
　「（Ｅ）ヒンダードアミン系化合物」とは、一般にヒンダードアミン系化合物とされる
ものであり、本発明が目的とする屋外用ウレタン接着剤を得られる限り、特に制限される
ものではない。
　（Ｅ）ヒンダードアミン系化合物は、市販されているものを使用することができる。（
Ｅ）ヒンダードアミン系化合物として、例えば、チヌビン７６５、チヌビン１１１ＦＤＬ
、チヌビン１２３、チヌビン１４４、チヌビン１５２、チヌビン２９２及びチヌビン５１
００等を使用することができる。ヒンダードアミン系化合物は、光安定剤として接着剤に
添加され、例えば、ベンゾトリアゾール系光安定剤、ベンゾエート系光安定剤、ベンゾト
リアゾール系光安定剤等と組み合わせて使用することができる。
【００５２】
　本発明に係る屋外用ウレタン接着剤は、目的とする屋外用ウレタン接着剤を得ることが
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できる限り、更にその他の成分を含むことができる。
　「その他の成分」を、屋外用ウレタン接着剤に添加する時期は、目的とする屋外用ウレ
タン樹脂が得られる限り、特に制限されるものではない。その他の成分は、例えば、（Ａ
）ウレタン樹脂を合成する際に、イソシアネート化合物（ａ１）及びポリオール（ａ２）
と一緒に添加しても良く、また、まずイソシアネート化合物（ａ１）とポリオール（ａ２
）とを反応させて（Ａ）ウレタン樹脂を合成した後、（Ｂ）ヒドロキシフェニルトリアジ
ン系化合物を加えるときに、一緒に添加してもよい。
【００５３】
　その他の成分」として、例えば、粘着付与樹脂、顔料、可塑剤、難燃剤、触媒及びワッ
クス等を例示することができる。
　「粘着付与樹脂」として、例えば、スチレン系樹脂、テルペン系樹脂、脂肪族石油樹脂
、芳香族石油樹脂、ロジンエステル、アクリル樹脂及びポリエステル樹脂（ポリエステル
ポリオールを除く）等を例示できる。
　「顔料」として、例えば、酸化チタン及びカーボンブラック等を例示できる。
　「可塑剤」として、例えば、ジオクチルフタレート、ジブチルフタレート、ジイソノニ
ルアジペート、ジオクチルアジペート及びミネラルスピリット等を例示できる。
　「難燃剤」として、例えば、ハロゲン系難燃剤、リン系難燃剤、アンチモン系難燃剤及
び、金属水酸化物系難燃剤等を例示できる。
【００５４】
　「触媒」として、金属触媒、例えば、錫触媒（トリメチルチンラウレート、トリメチル
チンヒドロキサイド、ジブチルチンジラウレート、ジブチルチンマレエート等）、鉛系触
媒(オレイン酸鉛、ナフテン酸鉛、オクテン酸鉛等)、そのほかの金属触媒(ナフテン酸コ
バルト等のナフテン酸金属塩等)、及びアミン系触媒、例えばトリエチレンジアミン、テ
トラメチルエチレンジアミン、テトラメチルへキシレンジアミン、ジアザビシクロアルケ
ン類、ジアルキルアミノアルキルアミン類等を例示できる。
　「ワックス」として、パラフィンワックスやマイクロクリスタリンワックス等のワック
スが好ましい。
【００５５】
　本発明の屋外用ウレタン接着剤は、上述の成分（Ａ）及び（Ｂ）、更に、場合により加
えられる成分（Ｃ）、（Ｄ）、（Ｅ）及びその他の成分を混合することによって製造する
ことができる。混合方法は、本発明が目的とする屋外用ウレタン接着剤を得ることができ
る限り、特に限定されるものではない。成分を混合する順序等についても、特に限定され
るものではない。本発明に係る屋外用ウレタン接着剤は、特別な混合方法及び特別な混合
順序等を要することなく製造することができる。そして得られた屋外用ウレタン接着剤は
、接着強度及び耐候性の双方に優れる。
　従って、防壁材、屋根材、太陽電池モジュール、窓材、屋外フローリング材、照明保護
材、自動車部材、看板等の屋外材料用途として好適である。これらの屋外材料は、複数の
フィルムが貼り合わされた積層体を含んでいる。フィルムとしては、プラスチック基材に
金属が蒸着されたフィルム（金属蒸着フィルム）、金属が蒸着されていないフィルム（プ
ラスチックフィルム）がある。
【００５６】
　屋外用接着剤のうち、太陽電池モジュールを製造する接着剤には特に高いレベルで強度
、耐候性が要求されている。本発明の屋外用ウレタン接着剤は、剥離強度、耐候性の双方
に優れているので、太陽電池バックシート用接着剤として好適なものとなる。
　太陽電池バックシートを作製する際には、本発明の屋外用ウレタン接着剤をフィルムへ
塗布する。塗布方法としては、グラビアコート、ワイヤーバーコート、エアナイフコート
、ダイコート、リップコート、コンマコートなどの様々な方法により行うことができる。
本発明の屋外用ウレタン接着剤が塗布された複数のフィルムを貼り合わせ、太陽電池バッ
クシートが完成する。
【００５７】
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　本発明の太陽電池バックシートの一の形態を図１～３に例示するが、本発明はこれらの
形態に限定されるものではない。
　図１は、本発明の太陽電池バックシートの断面図である。太陽電池バックシート１０は
、２枚のフィルムとその間の屋外用ウレタン接着剤１３から形成されており、２枚のフィ
ルム１１及び１２は、屋外用ウレタン接着剤１３によって貼り合わされている。フィルム
１１及び１２は、同一の材料であっても、異なる材料であってもよい。図１では、２枚の
フィルム１１及び１２は、貼り合わされているが、３枚以上のフィルムが貼り合わされて
いてもよい。
【００５８】
　本発明に係る太陽電池バックシートの他の形態を図２に示す。図２では、フィルム１１
と屋外ウレタン接着剤１３との間に、箔膜１１aが形成されている。例えば、フィルム１
１が、プラスチックフィルムである場合、フィルム１１の表面に、金属薄膜１１ａが形成
されている形態を示す。金属薄膜１１ａは、プラスチックフィルム１１の表面に、例えば
蒸着によって形成することができ、この金属薄膜１１ａが形成されたフィルム１１とフィ
ルム１２を、屋外用ウレタン接着剤１３を介して貼り付けて、図２に係る太陽電池バック
シートを得ることができる。
【００５９】
　プラスチックフィルムに蒸着する金属として、例えば、アルミニウム、鋼及び銅等を例
示できる。プラスチックフィルムに蒸着加工を施すことで、フィルムにバリア性を付与す
ることができる。蒸着材料としては、酸化珪素や酸化アルミニウムが用いられる。基材の
プラスチックフィルム１１は、透明でも、白や黒等に着色されていてもよい。
　フィルム１２として、ポリ塩化ビニル、ポリエステル、フッ素樹脂、アクリル樹脂から
成るプラスチックフィルムが用いられるが、耐熱性、耐候性及び剛性、絶縁性等を付与す
るためにポリエチレンテレフタレートフィルムやポリブチレンテレフタレートフィルムを
用いることが特に好ましい。フィルム１１及び１２は、透明でも、着色されても良い。
　フィルム１１の蒸着薄膜１１ａとフィルム１２とは、本発明の屋外用ウレタン接着剤１
３を用いて貼り付けられるが、フィルム１１及び１２は、ドライラミネート法によって積
層されることが多い。
【００６０】
　図３は、本発明の太陽電池モジュールの一例の断面図を示す。図３では、本発明の太陽
電池モジュール１は、ガラス板４０、エチレン酢酸ビニル樹脂（ＥＶＡ）等の封止材２０
、一般に複数の太陽電池セル３０を接続して所望の電圧を発生するもの、バックシート１
０を重ね合わせて、スペーサ５０でこれらの部材１０、２０、３０及び４０を固定して、
得ることができる。
　バックシート１０は、上述したように、複数のフィルム１１及び１２の積層体なので、
ウレタン接着剤１３には、バックシート１０が、たとえ長期間屋外に曝されても、フィル
ム１１及び１２が剥離しないことが要求される。
【００６１】
　太陽電子セル３０は、シリコンを用いて製造されることが多いが、色素を含んだ有機樹
脂を用いて製造されることもある。その場合、太陽電池モジュール１は、有機系（色素増
感）太陽電池モジュールとなる。有機系(色素増感)太陽電池には着色性が要求されるので
、太陽電池バックシート１０を構成するフィルム１１及び１２として透明フィルムが使用
されることが多い。従って、太陽電池バックシート用接着剤１３には、長期間屋外で曝さ
れたとしても、色差変化が極めて小さく、耐候性に優れていることが要求される。
【００６２】
　本発明の主な態様を以下に示す。
　１．（Ａ）イソシアネート化合物（ａ１）とエステル結合を有するポリオール（ａ２）
が反応して得られるウレタン樹脂及び
　（Ｂ）ヒドロキシフェニルトリアジン系化合物
を含んで成り、
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　前記イソシアネート化合物（ａ１）は、脂肪族イソシアネート及び脂環式イソシアネー
トから選択される少なくとも１種を含む、屋外用ウレタン接着剤。
　２．ポリオール（ａ２）は、ポリエステルポリオール及びアクリルポリオールから選択
される少なくとも１種を含んで成る上記１に記載の屋外用ウレタン接着剤。
　３．シラン化合物を、更に含んで成る上記１又は２に記載の屋外用ウレタン接着剤。
　４．ヒンダードフェノール系化合物を、更に含んで成る上記１～３のいずれかに記載の
屋外用ウレタン接着剤。
　５．ヒンダーアミン系化合物を、更に含んで成る上記１～４のいずれかに記載の屋外用
ウレタン接着剤。
　６．上記１～５のいずれかに記載の屋外用ウレタン接着剤を用いて得られる太陽電池バ
ックシート。
　７．上記６に記載の太陽電池バックシートを用いて得られる太陽電池モジュール。
【実施例】
【００６３】
　以下、本発明を実施例及び比較例を用いて説明するが、これらの例は、本発明を説明す
るためのものであり、本発明を何ら限定するものではない。
　実施例及び比較例で使用した屋外用ウレタン接着剤の原料を以下に記載する。
【００６４】
　（ａ１）脂肪族イソシアネート及び脂環式イソシアネート
　（ａ１－１）脂肪族イソシアネート：１，６－ジイソシアナトヘキサン（ＨＤＩ）
　　　（住化バイエルウレタン社製のスミジュールＮ３３００（商品名））
　　　（ＨＤＩ イソシアヌレート３量体（脂肪族）、ＮＣＯ％＝２１．８％）
　（ａ１－２）脂環式イソシアネート：イソホロンジイソシアネート（ＩＰＤＩ）
　　　（エボニックデグサ社製のＶＥＳＴＡＮＡＴＴ１８９０（商品名））
　　　（ＩＰＤＩイソシアヌレート３量体（脂環式）、ＮＣＯ％＝１７．３％）
　（ａ１－３）脂肪族イソシアネート：キシリレンジイソシアネート（ＸＤＩ）
　　　（三井化学社製のタケネート５００（商品名））
　　　（ＸＤＩ（脂肪族）、ＮＣＯ％＝４４．７％）
【００６５】
　（ａ１’）芳香族イソシアネート
　（ａ１’－４）４，４’－ジフェニルメタンジイソシアネート（ＭＤＩ）
　　　（日本ポリウレタン社製のミリオネートＭＴ（商品名））
　　　（ＭＤＩ（芳香族）、ＮＣＯ％＝３３．６％）
　（ａ１’－５）フェニルイソシアネート（東京化成工業社製）
　　　（フェニルイソシアネート（芳香族）、ＮＣＯ＝３５．３％）
【００６６】
　（ａ２）エステル結合を有するポリオール
　（ａ２－１）ポリエステルポリオール
　　　（旭川化学社製のＰＥＳ２２９（商品名）のポリオール成分）
　　　（アジピン酸、イソフタル酸、無水フタル酸、ジエチレングリコール、ＰＰＧ４０
０、トリメチロールプロパンからなるポリエステルポリオール）
　（ａ２－２）ポリエステルポリオール
　　　（旭川化学社製のＰＥＳ８００１（商品名）のポリオール成分）
　　　（セバシン酸、テレフタル酸、ヘキサンジオール、メチルペンタンジオールからな
るポリエステルポリオール）
　（ａ２－３）ポリエステルポリオール
　　　（豊国製油社製のＨＳ ２Ｎ-２２６Ｐ（商品名））
　　　（無水フタル酸、２，４－ジブチル－１，５－ペンタンジオールからなるポリエス
テルポリオール）
　（ａ２－４）アクリルポリオール
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　　　（綜研化学社製のＯＧ３（商品名））
　　　（ｎ－ブチルメタクリレート、イソブチルメタクリレート、メチルメタクリレート
、２－ヒドロキシエチルメタクリレートからなるアクリルポリオール）
　（ａ２－５）アクリルポリオール
　　　（エストロンケミカル社製のイソクリルＨ２７０（商品名））
　　　（メチルメタクリレート、ブチルメタクリレート、２－ヒドロキシエチルメタクリ
レート、メタクル酸からなるアクリルポリオール）
【００６７】
　（ａ２’）エステル結合を有さないポリオール
　（ａ２’－６）ポリエーテルポリオール
　　　（第一工業製薬社製のハイフレックスＤ２０００（商品名））
　　　（ＰＰＧ２０００）
　尚、成分（ａ１）と成分（ａ２）が反応することで、本発明に係る（Ａ）ウレタン樹脂
が得られる。
【００６８】
　（Ｂ）ヒドロキシフェニルトリアジン系紫外線吸収剤
　（Ｂ１）ヒドロキシフェニルトリアジン
　　　（ＢＡＳＦ社製のチヌビン４７９（商品名））
　　　２－［４－（オクチル－２－メチルエタノエート）オキシ－２－ヒドロキシフェニ
ル］－４，６－［ビス（２，４－ジメチルフェニル）］－１，３，５－トリアジン
　（Ｂ２）ヒドロキシフェニルトリアジン
　　　（ＢＡＳＦ社製のチヌビン４００（商品名））
　　　２－［４－（２－ヒドロキシ－３－ドデシロキシ－プロピル）オキシ－２－ヒドロ
キシフェニル］－４，６－［ビス（２，４－ジメチルフェニル）－１，３，５－トリアジ
ン及び２－［４－（２－ヒドロキシ－３－トリデシロキシ－プロピル）オキシ－２－ヒド
ロキシフェニル］－４，６－［ビス（２，４－ジメチルフェニル）－１，３，５－トリア
ジンの混合物
　（Ｂ３）ヒドロキシフェニルトリアジン
　　　（ＢＡＳＦ社製のチヌビン４０５（商品名））
　　　２－（２，４－ジヒドロキシフェニル）－４，６－ビス－（２，４－ジメチルフェ
ニル）－１，３，５－トリアジンと（２－エチルヘキシル）－グリシド酸エステルの反応
生成物
　（Ｂ４）ヒドロキシフェニルトリアジン
　　　（ＢＡＳＦ社製のチヌビン４６０（商品名））
　　　２，４－ビス［２－ヒドロキシ－４－ブトキシフェニル］－６－（２，４－ジブト
キシフェニル）－１，３－５－トリアジン
　（Ｂ５）ヒドロキシフェニルトリアジン
　　　（ＢＡＳＦ社製のチヌビン４７７（商品名））
　　　トリス［２，４，６－［２－｛４－（オクチル－２－メチルエタノエート）オキシ
－２－ヒドロキシフェニル｝］－１，３，５－トリアジン
【００６９】
　（Ｂ’）非ヒドロキシフェニルトリアジン系紫外線吸収剤
　（Ｂ６’）ベンゾトリアゾール
　　　（ＢＡＳＦ社製のチヌビン３２８（商品名））
　　　２－（３，５－ジ－ｔｅｒｔ－アミル－２－ヒドロキシフェニル）ベンゾトリアゾ
ール
　（Ｂ７’）ベンゾトリアゾール
　　　（ＢＡＳＦ社製のチヌビン２３４（商品名））
　　　２－［２－ヒドロキシ－３，５－ビス（α，α－ジメチルベンジル）フェニル］－
２Ｈ－ベンゾトリアゾール



(15) JP 2012-116880 A 2012.6.21

10

20

30

40

50

　（Ｂ８’）ベンゾトリアゾール
　　　（SHUANG-BANG INDUSTRIAL CO., LTD製のＳＢ-ＵＶＡ６２６ＳＰ（商品名））
　　　２－（３’－ｔ－ブチル－２’－ヒドロキシ－５’－メチルフェニル）－５－クロ
ロベンゾトリアゾール
　（Ｂ９’）シュウ酸アニリド
　　　（クラリアントジャパン社製のＨｏｓｔａｖｉｎ ＰＲ-２５（商品名））
　　　［（４－メトキシフェニル）－メチレン］マロン酸－ジメチルエステル
　（Ｂ１０’）マロン酸エステル
　　　（クラリアントジャパン社製のＨｏｓｔａｖｉｎ Ｂ-ＣＡＰ（商品名））
　　　テトラエチル－２，２’－（１，４－フェニレン－ジメチリデン）－ビスマロネー
ト
【００７０】
　（Ｃ）シラン化合物
　（Ｃ１）エポキシシラン
　　　（エボニックデグサ社製のダイナシランＧＬＹＥＯ（商品名））
　　　３－グリシドキシプロピルトリエトキシシラン
　（Ｃ２）エポキシシラン
　　　（エボニックデグサ社製のダイナシランＧＬＹＭＯ（商品名））
　　　３－グリシドキシプロピルトリメトキシシラン
　（Ｃ３）エポキシシラン
　　　（チッソ社製のサイラエースＳ５３０（商品名））
　　　２－（３，４－エポキシシクロヘキシル）エチルトリメトキシシラン
　（Ｃ４）イソシアヌレートシラン
　　　（モメンティブ社製のＳｉｌｑｕｅｓｔ Ｙ－１１５９７（商品名））
　　　トリス（３－（トリメトキシシリル）プロピル）イソシアヌレート
　（Ｃ５）メルカプトシラン
　　　（チッソ社製のサイラエースＳ８１０（商品名））
　　　３－メルカプトプロピルトリメトキシシラン
【００７１】
　（Ｄ）酸化防止剤
　（Ｄ１）ヒンダードフェノール
　　　（ＢＡＳＦ社製のイルガノックス１３３０（商品名））
　　　１，３，５－トリメチル－２，４，６－トリス（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒ
ドロキシベンジル）ベンゼン
　（Ｅ）光安定剤
　（Ｅ１）ヒンダードアミン
　　　（ＢＡＳＦ社製のチヌビン７６５（商品名））
　　　セバシン酸ビス（１，２，２，６，６－ペンタメチル－４－ピペリジル）
　下記の実施例１～２３及び比較例１～９の屋外用ウレタン接着剤を、上記成分を用いて
製造し、得られた屋外用ウレタン接着剤の性能を、評価した。以下に製造方法及び評価方
法を示す。
【００７２】
　実施例１
　＜屋外用ウレタン接着剤の製造＞
　表１に示すように、
　（ａ１－１）住化バイエルウレタン社製のスミジュールＮ３３００（商品名）を１３．
１６ｇ、
　（ａ２－１）旭川化学社製のＰＥＳ２２９（商品名）を樹脂分として８６．８４ｇ、
　（Ｂ１）ＢＡＳＦ社製のチヌビン４７９（商品名）を０．５０ｇ、
　（Ｄ１）ＢＡＳＦ社製のイルガノックス１３３０（商品名）を０．２０ｇ
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を秤量して混合した後、これら混合物に酢酸エチルを添加して固形分３０％の溶液を調製
した。この調製液を屋外用ウレタン接着剤とし、以下の試験を行った。
【００７３】
　＜フィルム積層物１の製造＞
　先ず、実施例１の屋外用ウレタン接着剤を透明ポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）
シート（三菱化学ポリエステルフィルム社製のＯ３００ＥＷ３６（商品名））に固形分重
量が１０ｇ／ｍ２となるように塗布し、８０℃で１０分間乾燥させた。
　その後、ＰＥＴシートの接着剤塗布面に、表面処理透明ポリオレフィンフィルム（フタ
ムラ化学社製のリニアローデンシティポリエチレンフィルム ＬＬ－ＸＵＭＮ ＃３０（商
品名））の表面処理された面を被せ、平面プレス機（神藤金属工業社製のＡＳＦ－５（商
品名））で圧締圧１．０ＭＰａ ５０℃で３０分間、両フィルムをプレスした。プレスし
たまま、両フィルムを４０℃で１週間養生し、フィルム積層物１とした。
【００７４】
　＜フィルム積層物２の製造＞
　実施例１の屋外用ウレタン接着剤を白色ＰＥＴ（東レ社製のルミラー＃１００－Ｅ２０
（商品名））に固形分重量が１０ｇ／ｍ２となるように塗布し、８０℃で１０分間乾燥さ
せた。
　その後、ＰＥＴシートの接着剤塗布面に、透明ＰＥＴフィルム（三菱樹脂社製のテック
バリアＶグレード（商品名））の表面処理面を被せ、平面プレス機で圧締圧１．０ＭＰａ
 ５０℃で３０分間、両フィルムをプレスした。プレスしたまま、両フィルムを４０℃で
１週間養生し、フィルム積層物２とした。
【００７５】
　＜評価＞
　屋外用ウレタン接着剤の評価を以下の方法で行った。
　１．ＵＶ照射による黄変性の評価
　フィルム積層物１のポリオレフィンフィルム側を照射面として、ＵＶ照射試験機（岩崎
電気社製のアイスーパーＵＶテスター Ｗ１３（商品名）））にセットし、照度１０００
Ｗ／ｍ２、６０℃５０％ＲＨの条件下で１５時間の照射を行った。色差計にて照射前後の
色差（Δｂ）を測定し、黄変度を評価した。評価基準は以下のとおりである。
　◎：Δｂが１０未満
　○：Δｂが１０以上 １５未満
　×：Δｂが１５以上
【００７６】
　２．高温養生による黄変性の評価
　フィルム積層物２を、１５０℃オーブン（シミズ社製のＰＳＦＳ－５０（商品名））に
投入し、７日間の静置養生を行った。色差計にて照射前後の色差（Δｂ）を測定し、黄変
度を評価した。評価基準は以下のとおりである。
　◎：Δｂが１３未満
　○：Δｂが１３以上 ２３未満
　×：Δｂが２３以上
【００７７】
　３．剥離強度の測定
フィルム積層物１を１５ｍｍ幅に切り出し、引っ張り強度試験機(オリエンテック社製の
テンシロンＲＴＭ-２５０（商品名）)を用いて、室温環境下、１００ｍｍ／ｍｉｎ、引っ
張り速度１８０°の剥離試験を行った。評価基準は以下のとおりである。
　◎：剥離強度が８Ｎ／１５ｍｍ以上
　○：剥離強度が６Ｎ／１５ｍｍ以上８Ｎ／１５ｍｍ未満
　×：剥離強度が６Ｎ／１５ｍｍ未満
【００７８】
　実施例２～２３、比較例１～９についても、各成分を表１～４に記載の組成で配合し、
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ム積層物２の製造、評価方法についても実施例１と同様の方法で行った。
【００７９】
【表１】

【００８０】
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【表２】

【００８１】
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【００８２】
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【表４】

【００８３】
　表１～３に示すように、実施例１～２５の屋外用ウレタン接着剤は、成分（ａ１）、成
分（ａ２）及び成分（Ｂ）の３成分を含むことによって、剥離強度に優れ、なおかつ、耐
候性にも優れており、総合的にバランスの良い接着剤となっている。両方の性能に優れて
いることで、実施例の屋外ウレタン接着剤は、太陽電池バックシート用接着剤として好適
な接着剤である。
【００８４】
　特に、実施例８、１４、２０、２２及び２５の屋外用ウレタン接着剤は、剥離強度に優
れ、色差変化が小さく耐候性に著しく優れるので、有機系（色素増感）太陽電池のバック
シート用接着剤としてより好適である。
【００８５】
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　これに対し、表４に示す比較例１～９の屋外用ウレタン接着剤は、成分（ａ１）、成分
（ａ２）、成分（Ｂ）の３成分のうち、いずれかを含まない。これら３成分のいずれかが
欠けることにより、比較例の屋外ウレタン接着剤は、剥離強度、若しくは耐候性のいずれ
かの性能が実施例と比べて劣る。
【００８６】
　これらの結果から、屋外用ウレタン接着剤として、成分（ａ１）と成分（ａ２）との反
応で得られた（Ａ）ウレタン樹脂と、成分（Ｂ）とを必須成分として含むことが重要であ
ることが実証された。
【産業上の利用可能性】
【００８７】
　本発明は、屋外用ウレタン接着剤を提供する。本発明に係る屋外用ウレタン接着剤は、
防壁材、屋根材、太陽電池モジュール、窓材、屋外フローリング材、照明保護材、自動車
部材、看板等の屋外材料に用いられ、特に、太陽電池バックシートを製造するために適す
る。
【符号の説明】
【００８８】
　　１　　　太陽電池モジュール
　　１０　　バックシート
　　１１　　フィルム
　　１１ａ　蒸着薄膜
　　１２　　フィルム
　　１３　　接着剤層
　　２０　　封止材（ＥＶＡ）
　　３０　　太陽電池セル
　　４０　　ガラス板
　　５０　　スペーサ
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